
（ 公 印 省 略 ）  

高 第 ２ ３ ２ ４ 号  

令和５年３月２７日  
 
 関 係 各 位 
 

兵庫県福祉部高齢政策課長  
 

令和５年度介護福祉士試験の実務者研修等に係る 

代替職員の確保事業の実施について 

 

 時下、ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

 さて、介護事業所に勤務する職員が、介護福祉士試験の受験資格要件となる実務者

研修等に参加しやすくなるよう、代替職員の確保に係る経費を補助する見出しの事業

を別添のとおり実施いたします。 

 対象となる研修は、実務者研修、介護職員初任者研修、喀痰吸引等研修及び認知症

ケアに携わる介護従事者の研修です。 

つきましては、本事業の実施を希望する事業者におかれましては、下記のとおり必

要書類の提出をお願いいたします。 
 

記 
 
１ 提出書類 

   代替職員配置希望調書兼現任職員研修計画書（別紙） 
 
２ 提出期日 

募集区分 代替職員の新規雇用開始日 提出期日 

一次募集 令和 5 年 4 月 1 日以降 令和 5 年４月 28 日 

二次募集 令和 5 年 8 月 1 日以降 令和 5 年 7 月 31 日 

三次募集 令和 5 年 10 月 1 日以降 令和 5 年 9 月 29 日 

※１ 予算を上回る応募があった場合は、事業効果、経済性等を勘案し選定を行う。 

※２ 二次（三次）募集については、一次（二次）募集で補助対象となった事業者は対象外。ま

た、一次（二次）募集で予算枠に達した場合は実施しない。 

 
３ 対象となる研修 

  実務者研修、介護職員初任者研修、喀痰吸引等研修、 

認知症ケアに携わる介護従事者の研修 
 
４ 提出・問い合わせ先 

〒650－8567 神戸市中央区下山手通 5－10－1 

兵庫県福祉部高齢政策課 介護人材対策班 

TEL 078－341－7711（内線 2733） FAX 078－362－9470 

e-mail koreiseisaku@pref.hyogo.lg.jp 
 
５ 参考 

上記の内容を、兵庫県のホームページに記載しています。 

URL  https://web.pref.hyogo.lg.jp/kf05/sikenndaitai.html 

（ﾄｯﾌﾟﾍﾟｰｼﾞ＞分類から探す＞＞健康･医療・福祉＞高齢者福祉＞高齢者＞ 
介護福祉士試験の実務者研修にかかる代替職員の確保事業）  

 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/kf05/sikenndaitai.html


介護福祉士試験の実務者研修等に係る代替職員の確保事業(R5) 

 

介護福祉士試験の受験資格要件となる実務者
研修等の受講を促進するため、介護事業所の職員
が受講する際に必要となる代替職員の確保に係る
経費を補助する。 

 

 

兵庫県内で介護サービス施設、事業所を運営す
る者 

 

 

 実務者研修、介護職員初任者研修、喀痰吸引等 
研修、認知症ケアに携わる介護従事者の研修 

 

 

  本事業の実施希望者は、県に別紙申込書類を提出する。  
 

 

 新たに代替職員を有期雇用する。  
(1) 勤務条件 
 ア 雇用期間 １ヶ月以上6ヶ月以下 
イ 勤務時間 常勤労働者の勤務時間の3/８以上 
ウ 福利厚生 労災保険、雇用保険、社会保険については、法令に基づき適切に加入すること。  
エ 勤務場所 兵庫県内の介護サービス事業所、施設 

(2) 雇用開始日 
   R5.4.1以降 
 

 

代替職員の雇用期間中に開催される実務者研修等に現任職員を派遣した延日数が、代替職員の勤
務日数の4分の1以上になることが必要。 
この要件を満たさない場合は、天災等不可抗力によると認めた場合を除き、補助金を支払わない。 
【例】社会福祉法人が経営する複数施設に勤務する現任職員を複数回、研修に派遣する  

ため、代替職員を6ヶ月間（例えば、勤務日数120日）雇用する。 
・職員甲を5日間の研修A、各1日の研修B・C・Dに派遣 
・職員乙を10日間の研修Eに派遣 
・職員甲・乙・丙・丁を3日間の研修Fに派遣 

延8日 
延10日 
延12日 

延30日÷120日 
＝0.25 
→要件クリア 

 

 

代替職員の雇用期間 補助金の額 

6 ヶ月 1,250,000 円 

5 ヶ月以上 6 ヶ月未満 1,041,000 円 

4 ヶ月以上 5 ヶ月未満 833,000 円 

3 ヶ月以上 4 ヶ月未満 625,000 円 

2 ヶ月以上 3 ヶ月未満 416,000 円 

1 ヶ月以上 2 ヶ月未満 208,000 円 

 

 

令和 5 年 4 月 
 
令和 5 年 ７月 
 
令和 5 年９～10 月頃 

実施事業者一次募集（※予算を上回る応募があった場合は、事業効果、
経済性等を勘案し選定を行う。） 
実施事業者二次募集（※一次募集で補助対象となった事業者は対象外。
また、一次募集で予算がなくなった場合は実施しない。） 
補助金申請・交付決定 

  
※実績報告の期日：事業完了の日から起算して 30 日を経過した日または 

翌年度 4 月 10 日のいずれか早い日 
 
 
 
 

１ 事業内容 

７ 補助額 

本補助事業のスキーム 

６ 現任職員の研修派遣 

３ 対象となる研修 

５ 代替職員の新規雇用 

８ スケジュール(予定) 

２ 対象者 

問い合わせ・申込書類等提出先 

兵庫県高齢政策課 :078-341-7711（内 2733） 

４ 事業実施の公募 

注 補助金の額は、代替職員の雇用期間（当初  

雇用していた方が離職した後、新たに代わり  

の方を雇用した場合は、それぞれの雇用期間  

を通算した期間）に応じて左表の範囲内とし、  

代替職員の人件費（基本給、諸手当、社会保  

険料等の事業主負担）以外の経費に充当する  

ことはできない。 

 

  現任職員　　　　　介護サービス事業者等（Ａ法人）

都道府県

事業の実施事業者の公募、選定

代替職員の新規雇用
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（別紙） 

代替職員配置希望調書兼現任職員研修計画書 

 

１ 法人情報 

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ   

 

 

 

定款のとおり

正しく記載し

てください。 

法 人 名  

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ   

代 表 者 (職名) (氏名) 

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ  

法人住所  

 

２ 代替職員の配置 

雇用期間   年  月  日～   年  月  日 
勤務予定
日数の計 

日(a) 

 

３ 現任職員の研修計画 ※上記２の雇用期間中の研修に限ります。 

研修名 
主催者 

(正式名を記載) 

派遣 

人数 

派遣 

延日数 

実務者研修    

介護職員初任者研修    

喀痰吸引等研修    

認知症ケアに携わる介護従事者の研修    

※ 派遣延日数については、例えば同じ１日の研修に 

３人を派遣した場合は、３日と記載してください 
合計人数・日数   

b/a(小数点第３位以下切り捨て)  

 

４ 担当者欄 

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ  
※補助事務等の連絡先となります。 

担当者名  

勤 務 先 

名 称  

所在地 
〒 

 

TEL 番号  FAX 番号  

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  

(b) 



 
 

 



 
◇介護福祉士試験の実務者研修に係る代替職員の確保事業　事例

（前　提）県補助金（6ヶ月）1,250,000円

（補助先）月額210,000円で雇用

　例①通常パターン

人件費1,260,000円

4月 5月 6月 7月 8月 9月 計

勤務日数（A） 21 21 20 22 22 19 125 B/A

研修日数（B） 6 5 5 4 4 9 33 26.4%

●　補助金支払額1,250,000円

　例②途中退職のため、別人を雇用した場合

6月30日退職、8月1日再雇用　人件費1,050,000円

4月 5月 6月 7月 8月 9月 計
勤務日数（A） 21 21 20 　 22 19 103 B/A

研修日数（B） 6 5 5 4 4 9 33 32.0%

雇用期間中の研修日数(C) 6 5 5 4 9 29 28.2%

※7月を除く総勤務日数103日に対し、雇用期間中の研修29日で計算

●　補助金支払額：５ヶ月以上６ヶ月未満の区分で1,041,000円

　例③途中退職のため、別人を雇用した場合

6月15日退職、8月17日再雇用

4月 5月 6月 7月 8月 9月 計
勤務日数（A） 21 19 10 　 10 22 82 C/A

研修日数（B） 6 5 5 4 4 9 33
雇用期間中の研修日数(C) 6 5 3 1 9 24 29.3%

※雇用期間：2ヶ月と15日＋1ヶ月と14日＝3ヶ月と29日

●　補助金支払額：３ヶ月以上４ヶ月未満の区分で625,000円が上限

　例④雇用が遅れた場合

7月から雇用

4月 5月 6月 7月 8月 9月 計
勤務日数（A） 　 　 　 18 10 22 50 B/A

研修日数（B） 6 5 5 4 4 9 33 66.0%

雇用期間中の研修日数(C) 4 4 9 17 34.0%

※7月から9月分が補助金の対象

●　補助金支払額：３ヶ月以上４ヶ月未満の区分で625,000円が上限

　例⑤雇用が継続できなかった場合

6月15日に退職、公募するも新規雇用できなった

4月 5月 6月 7月 8月 9月 計
勤務日数（A） 21 19 10 50 C/A

研修日数（B） 6 5 5 4 4 9 33
雇用期間中の研修日数(C) 6 5 3 14 28.0%

※4月から6月15日までの分が補助金の対象

●　補助金支払額：２ヶ月以上３ヶ月未満の区分で416,000円が上限

　例⑥研修日数が足りない場合

4月 5月 6月 7月 8月 9月 計

勤務日数（A） 21 21 20 22 22 19 125 B/A

研修日数（B） 6 1 5 2 2 9 25 20.0%

月ごとの研修率 28.6% 4.8% 25.0% 9.1% 9.1% 47.4% 20.0%  

●　月ごとでは条件を満たしていても、全体が満たしていなければ補助金の対象外

※代替職員の休日（有給、無給問わない。）に行われた研修も、対象とする。


